
はしがき――新訂にあたって

平成29（2017）年４月に発表された国立社会保障・人口問題研究

所の新人口推計によれば，少子高齢化に伴って，平成77（2065）年

には65歳以上の高齢者人口比率が38.4％にまで達すると予測され

ている。

この超高齢社会にあっては，年金，医療，介護等の基礎的費用を

社会全体で支え合うという，社会保障制度の確立が従来にも増して

重要な課題となる。

しかし，それと同時に，少子高齢化にともなう後世代の負担増に

ついても十分な配慮が必要であり，国民のニーズや人口構造の変化

等に対応し，かつ高齢社会に適合しうる効率的で持続可能な社会保

障制度の構築が求められている。そのため，年金制度の改革のほか，

医療保険制度や介護保険制度の改革，次世代育成支援の強化等が実

施されている。

社会保障制度の安定した発展には，このような改革の動向につい

て，私たち一人ひとりが関心を寄せることが大事なのである。それ

とともに，社会保障制度の仕組み，とくにその柱である年金制度に

ついても一とおりの知識をもち，老後の生活設計の基礎として役立

てたいものである。本書の第２部は，そのための最低限の基礎知識

を体系的に記述したものである。

さらに，今日の年金制度の全体像を理解するには，人口動態，高

齢者雇用，社会保障制度のなかでの位置づけ等，関連領域の動向を



踏まえなければならない。そのうえで，年金制度の基本的枠組みや

歴史的沿革，とくに直近の改正の概要を理解することが重要である。

本書の第１部と第３部は，そのための基礎知識を提供するものであ

る。

また，第４部は，公的年金の周辺知識として厚生年金基金・確定

給付企業年金・確定拠出年金や年金と税金など幅広く理解をしてい

ただくために記述したものである。

執筆にあたっては，とかく難解だといわれる年金制度について，

思い切って枝葉を刈り込み，コンパクトな解説を心掛けた。年金制

度や関連分野についての入門的な基礎知識としては，十分な範囲を

網羅したものと考えている。

一般の方はいうまでもなく，金融機関や保険会社等において，年

金と密接に関連した業務についておられる方々にも，「年金」との最

初の出会いの書として活用していただければ幸甚である。

著者 小野 隆

2018年度版刊行にあたって

2018年度版の改訂にあたっては，昨年度版の大幅な構成の変

更や項目見直しを受けて，統計データや年金額を最新のものに

改め，年金制度をより体系的に理解できるよう努めた。

また，銀行業務検定協会「年金アドバイザー試験」において，

重要だと思われる制度や知識等については，太字で強調した。

年金制度等の最新の知識源として活用していただければ，幸

甚である。

平成30年９月 著者 小野 隆璽
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年金額改定のルール

年金額の改定ルールは，年金を受給し始める際の年金額（新規裁

定年金）は名目手取り賃金変動率によって改定し，受給中の年金額

（既裁定年金）は購買力を維持する観点から物価変動率によって改

定することになっている。また、賃金水準の変動がマイナスで物価

水準の変動がプラスとなる場合には，年金を受給し始める際の年金

額（新規裁定年金），受給中の年金額（既裁定年金）ともに，「年金

額のスライドなし」とされることとなっている。

また，社会全体の年金制度を支える力の変化と，平均余命の伸び

にともなう給付費の増加というマクロで見た給付と負担の変動に応

じて給付水準を調整するという考え方（マクロ経済スライドという，

24頁参照）により，さらにスライド調整される。

平成30年度の年金額

平成30年度の指標となる賃金変動率はマイナス（▲0.4％），物

価変動率はプラス（0.5％）となったため，平成30年度の年金額は，

新規裁定年金，既裁定年金ともに，「据え置き（年金額のスライドな

し）」とされる。なお，再評価率表の率の改正により，老齢厚生年金

（報酬比例部分）においては，年金額改定が行われる場合がある。

また，平成30年4月から，マクロ経済スライドの調整方法の変更

（152頁参照）がなされ，前年度よりも年金の名目額を下げないとい

う措置は維持した上で，マクロ経済スライドの未調整分を翌年度以
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降に繰り越す仕組みが導入された。これにより，平成30年度のマク

ロ経済スライドによるスライド調整（▲0.3％）が行われなかった

▲0.3％分が平成31年度の年金額改定にキャリーオーバーされる。

なお，平成26年財政検証では，平成30年度のスライド調整率は

▲1.1％～▲1.2％と見込まれていたが，60歳以上の高齢者雇用が

見込みよりも進んだことなどにより，厚生年金被保険者が増加した

ことで，実際のスライド調整率は見込みよりも低くなった。

スライド調整率（▲ 0.3％）

＝公的年金被保険者数の変動率(0.0％）×平均余命の伸び率(▲0.3％)

年金水準の推移（概念図)
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合算対象期間

合算対象期間は，老齢基礎年金の受給資格期間には算入されるが，

年金額を計算するときには算入されない期間である。中身をともな

わないことから通称を「カラ期間」という。

昭和36年4月に国民年金が発足して以来，①被用者年金の配偶者

と②学生は下記対象期間が任意加入となっており，③海外在住者は

昭和61年3月まで適用除外，それ以後は任意加入となっている。対

象期間のうち，任意加入しなかった期間等が合算対象期間となる。

合算対象期間の代表的なもの

対 象 者 対象期間 合算対象期間 年 齢

① サラリーマンの妻 昭和36.4～昭和61.3 任意加入しなかった期間

② 学生 昭和36.4～平成3.3 任意加入しなかった期間 20歳以上

60歳未満昭和36.4～昭和61.3 国内に住所がなかった期間
③ 海外在住者

昭和61.4～ 任意加入しなかった期間

昭和36.4～昭和61.3 被保険者(組合員等)の期間
④ 被用者年金加入者

20歳未満

60歳以上昭和61.4～ 第2号被保険者の期間

⑤ 脱退手当金受給者 昭和36.4～昭和61.3 脱退手当金の算定期間 －

老齢基礎年金は20歳以上60歳未満の40年を満額として計算さ

れるので，公平性を期すために④被用者年金加入者の20歳未満60

歳以上の期間が合算対象期間となる。また，過去に⑤脱退手当金を

受けて，厚生年金期間を精算済みの場合でも，昭和61年4月以後に

公的年金加入期間があれば，その算定期間は合算対象期間となる。
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【 受給資格期間を満たす」とは】

年金を受給するために必要な加入期間を受給資格期間という。公的年金

では，老齢基礎年金の受給資格期間である10年 が基本となる。つまり，

10年あれば「受給資格期間を満たす」ことになる。

この10年には，国民年金，厚生年金保険，国民年金（保険料納付済期間）

と，保険料免除期間や合算対象期間が含まれる。

(注)平成29年８月から，受給資格期間は25年が10年に短縮されている。

【「受給権が発生する」とは】

受給資格期間を満たす」のみでは年金は受給できない。たとえば，20歳

から30歳まで国民年金の保険料を納付すれば，保険料納付済期間が10年

あるので，「受給資格期間を満たす」わけである。しかし，年金が受給でき

る年齢（受給開始年齢に達する）になっていなければ年金は受給できない。

つまり，次のようになる。

受給資格期間を満たす ＋ 受給開始年齢に達する ＝ 受給権が発生する

老齢基礎年金は，10年以上ある人が65歳になったら支給される（原則）。

サラリーマンの妻Ｃさんの合算対象期間>

昭和33年4月２日生まれのCさん（サラリーマンの妻）

昭和36年から昭和61年までの期間で，20歳以上60歳未満で任意加入

していなかった期間が合算対象期間となる。Cさんは納付済期間が32年あ

るため，老齢基礎年金を受給できる受給資格期間を満たしている。なお，

Ｃさんは合算対象期間が５年あるが受給資格期間を満たしているため，合

算対象期間を使う必要はない。
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老齢基礎年金の繰上げ制度

老齢基礎年金の受給開始年齢は，原則として65歳であるが，60歳

以降希望年齢から月単位で繰上げ受給（減額）を選択することがで

きる。減額率は，月0.5％で減額される。たとえば60歳で繰上げ受

給する場合，30％（0.5％×60月）減額される。

なお，昭和16年４月１日以前生まれの人は，年単位の繰上げ受給

であった。

繰上げの支給率

昭和16.4.1以前生まれ 昭和16.4.2以後生まれ（1－0.5％×①月数)

年単位 月単位0.5％

60歳 58％ 70％（1－0.5％×60)

61歳 65％ 76％（1－0.5％×48)

62歳 72％ 82％（1－0.5％×36)

63歳 80％ 88％（1－0.5％×24)

64歳 89％ 94％（1－0.5％×12)

繰上げ受給の申出をした場合，老齢基礎年金は申出をした月の翌

月分から支給される。

繰上げ制度の注意点

･一生一定率で減額された年金を受けることになる（取消変更不可）

・障害基礎年金は請求できなくなる

・寡婦年金の受給権がなくなる

・振替加算も同時に繰り上げて受給することはできない など
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【Cさん（55頁参照）の老齢基礎年金】

＜65歳から受給する場合＞

納付済月数384月（32年）

779,300円×
384

480
＝623,440円

＜60歳から繰上げ受給する場合＞

繰上げ支給率70％

623,440円×0.7＝436,408円

＜振替加算は＞

Cさんが65歳になると，夫の加給年金額はなくなり，Cさんの老齢基礎

年金に振替加算が加算される。Cさんの生年月日で経過措置一覧表（183頁

参照）をみる。

昭和33年4月2日生まれのCさんの振替加算は32,972円

＜65歳から受給する場合の老齢基礎年金＞

振替加算 32,972円

老齢基礎年金623,440円

60歳 65歳

＜60歳から繰上げ受給する場合の老齢基礎年金＞

振替加算 32,972円

老齢基礎年金436,408円

60歳 65歳

【繰上げの目安となる累計額の分岐点】

通常受給（65歳から受給）と累計額が同額になるのは，繰上げ請求月に

16年8か月を加えた年月となる。たとえば，60歳0か月で請求した場合は

76歳8か月，62歳6か月で請求した場合は79歳2か月となり，それ以後

は通常受給の累計額が多くなる。
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年金相談

近年，公的年金への関心が高まっており，年金相談に出向く者も

多く，それらに対応して行政の相談体制が充実してきている。

年金相談

直接面談 電話相談 手紙相談

年金事務所 ○ － ○

街角の年金相談センター ○ － －

ねんきんダイヤル － ○ －

厚生労働省ホームページ
日本年金機構ホームページ

年金相談Q＆A・年金額簡易試算・年金加入記録照
会と年金見込額試算・年金個人情報提供サービス

(注）耳が不自由なため電話による年金相談が困難な者はファクシミリでも可。

年金請求書（事前送付用）の送付

支給開始年齢または65歳を迎える者を対象に，誕生月の3か月前

に「年金請求書（国民年金・厚生年金保険老齢給付）」ならびに手続

きの案内が送られてくる。ただし，カラ期間等を加えなければ受給

資格期間を満たさない者などには送付されない。

ねんきん定期便

日本年金機構の年金記録に不備や未統合が多いという年金記録問

題に対し，平成19年12月から同20年10月にかけて，すべての年

金受給者および年金制度加入者にねんきん特別便が送付された。

平成21年4月からは「ねんきん定期便」が送付されている。平成

21年度は，年齢を問わず加入者に対し，加入期間，年金見込額に加

えて厚生年金保険の標準報酬月額および国民年金保険料の納付状況

が知らされた。なお，年金見込額については，50歳未満の人には加
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入実績に応じた年金額，50歳以上の人には現在の年金制度に60歳

まで加入し続けた場合の将来の年金見込額となっている。

平成22年度以降，節目年齢（35・45・59歳）時には平成21年度

と同様の情報が，それ以外の年齢時は，直近1年間の情報が知らさ

れる。また，平成24年度からは，節目年齢以外の人にはハガキ形式

で知らされるとともに，ねんきん定期便等の内容が「ねんきんネッ

ト」で確認できることとなった。

社会保障協定

日本と諸外国の間において国際的に活発な人的交流が行われてい

ることにともない，日本の事業所から海外にある支店や駐在員事務

所などに派遣される日本人が増加し，日本の社会保険と派遣先国の

社会保険の2重加入による保険料の2重払いや掛捨ての問題が生じ

ていた。これらの問題を解決するために，現在，ドイツ，イギリス，

韓国，アメリカ，ベルギー，フランス，カナダ，オーストラリア，オラン

ダ，チェコ，スペイン，アイルランド，ブラジル，スイス，ハンガリー，

インド，ルクセンブルグ，フィリピンの18か国との社会保障協定が

締結され，発効されている（平成30年９月現在）。

社会保障協定の基本的な考え方

2重加入防止 年金加入期間通算

派遣期間 制度加入

5年超 就労地国

一方の国の加入期間のみでは受給資格期間を満た
さない場合，他方の国の加入期間を通算できる。
受給時には各加入期間に応じた年金を両国から受
給する（英・韓を除く）5年以内 派遣元国
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確定拠出年金法等の改正法の制定

「確定拠出年金法等の一部を改正する法律」（改正DC法）が平成

28年６月３日に公布された（以下，確定拠出年金は「DC」，確定給

付企業年金は「DB」と表記）。主な内容は，以下のとおりである。

確定拠出年金の拠出限度額の年単位化(平成30年1月1日施行)

確定拠出年金の掛金拠出において，これまでの月単位から年単位

の拠出に変更された。これにより，12月から翌年11月までの範囲

（拠出単位期間）において，複数月分をまとめて拠出することや，

ボーナス月にまとめて拠出するなど，加入者のニーズにあった掛金

の拠出が可能となった。

『簡易企業型年金制度』の創設（平成30年５月1日施行）

設立条件を一定程度パッケージ化し，設立時に必要な書類等を削

減して設立手続きを緩和するとともに，制度運営も負担の少ない中

小企業（従業員100人以下）向けの制度が創設された。また，通常

のDCであれば最低３つ以上の運用商品提供数を最低２つとしてい

ることや，事業主掛金額は定額のみ認めるなどとされている。

『中小事業主掛金納付制度』の創設（平成30年５月1日施行）

個人型DCに加入する従業員の拠出に追加して事業主拠出を可能

とするもので，事業主の条件は企業型DCおよびDBを実施してい

ない従業員100人以下の事業主とされている。なお，中小事業主掛

金を納付する場合，労働組合等の同意が必要とされる。
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ポータビリティの拡充（平成30年５月1日施行）

DB，DC，中小企業退職金共済（中退共）の制度間の年金資産の持

ち運び（ポータビリティ）が拡充された。

DC の運用の改善（平成30年５月1日施行）

継続投資教育の努力義務化や運用商品数の抑制（上限は35本）が

行われた。また，あらかじめ定められた指定運用方法に関する規定

の整備を行うとともに，指定運用方法（デフォルト商品）として分

散投資効果が期待できる商品設定を促す措置が講じられた。

個人型確定拠出年金（iDeCo）の拠出限度額

(資料）厚生労働省HP
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